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はじめに 

 

私立学校法第 103 条第２項及び私立学校法施行規則第 29条の規定により、公益法人である学校

法人は「事業報告書」を作成および閲覧に供することが義務付けられております。 

学校法人二本松学院の令和７年度の法人の概要、事業の概要、財務の概要及び業務の適正を確

保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用状況の概要を作成いたしましたので、こ

こにご報告し、公表します。 

今後とも、本学院が設置しております三校（京都美術工芸大学・京都建築大学校・京都伝統工

芸大学校）の教育研究活動に、ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

（注）以下、本報告書内で各校名を以下のとおり略することがある。 

京都美術工芸大学 ：KYOBI 

京都建築大学校  ：KASD 

京都伝統工芸大学校：TASK 
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Ⅰ．法人の概要 

学校法人二本松学院は学校教育を行い、社会に有為な人材を育成することを目的とする。す

なわち、美術工芸及び建築に係る教育・研究を行い、併せて教養を身に付けた専門職業人を育

成することを理念とする京都美術工芸大学、並びに建築・建設を担う次世代の人材を養成する

ことを目標に掲げた京都建築大学校、そして、従来の徒弟制度に代わる伝統工芸に係る技能修

得を主とした人材を養成する京都伝統工芸大学校の三教育機関を経営している。 

 

(1)基本情報 

①法人の名称 

  学校法人 二本松学院 

 ②法人の所在地：京都府南丹市園部町小山東町二本松１番地の 17 

    電話番号：0771-63-1011 

        FAX 番号：0771-63-5533 

ホームページアドレス：https://www.kyobi.ac.jp/nihonmatsu/#section_home 

 

(2)建学の精神 

学校教育と資格取得などの実学が両立できない日本の教育システムの中にあって、京都建築大

学校では在学中に国家資格である二級建築士等と大学卒業資格を両立して取得できる体制を整

え、京都伝統工芸大学校では従来の徒弟制度にはない体系的カリキュラムや、名人と呼ばれる職

人で構成される講師陣、学年を超えた実習体制など、すべてが新しいことへの挑戦でした。そし

て、平成 24(2012)年に京都美術工芸大学を開学し工芸学部を設置した。また、令和２(2020)年

には大学院工芸学研究科を開設し、令和４(2022)年には工芸学部建築学科を改組し、建築学部建

築学科を開設した。令和５(2023)年には工芸学部美術工芸学科を芸術学部デザイン・工芸学科に、

大学院工芸学研究科(建築学専攻)を大学院建築学研究科(建築学専攻)にそれぞれ名称変更を行

い、さらなる挑戦を続けている。 

また、二つの大学校は、他にはない本学院独自の新しい学校教育のカタチであり、学生が真剣

に学べる教育環境を提供するとともに、企業が求める人材に育て「学生の幸せを第一に考える」

を本学院の建学の精神としている。 

 

(3)学校法人の沿革 
平成(西暦) 
  2 （1990） 

 
・京都府より学校法人二本松学院 設立認可 
・京都国際建築技術専門学校 設立認可 

3 （1991） ・京都国際建築技術専門学校 開設 
 5 （1993） ・京都国際建築技術専門学校 別科（1 年制） 設置届提出 

・財団法人京都伝統工芸産業支援センター設立に参画 
 7 （1995） ・京都国際建築技術専門学校、建築科卒業者に対する専門士称号の付与 認可 

・財団法人京都伝統工芸産業支援センターを設置者として、京都伝統工芸専門校 開設 
 8 （1996） ・京都国際建築技術専門学校、都市工学科 設置認可 
 9 （1997） ・京都国際建築技術専門学校、都市工学科 開設 
11 （1999） ・京都国際建築技術専門学校、都市工学科卒業者に対する専門士称号の付与 認可 
12 （2000） ・京都伝統工芸専門校、専修学校への校種変更 認可 
13 （2001） ・京都伝統工芸専門校、「京都伝統工芸専門学校」に校名改称 
14 （2002） ・京都国際建築技術専門学校、別科（大学卒業資格取得コース／2 年制） 設置届提出  

・京都伝統工芸専門学校、卒業者に対する専門士称号の付与 認可 
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15 （2003） ・京都伝統工芸専門学校、放送大学連携協力校に指定 
17 （2005） ・京都伝統工芸専門学校、学校設置者を学校法人二本松学院に変更 
18 （2006） ・京都国際建築技術専門学校、京都伝統工芸専門学校、名称変更を京都府に申請 
19 （2007） ・京都国際建築技術専門学校から〈専〉京都建築大学校へ校名変更 

・京都伝統工芸専門学校から〈専〉京都伝統工芸大学校へ校名変更 
・〈専〉京都伝統工芸大学校、伝統工芸学科（高度専門課程） 設置認可 
・〈専〉京都建築大学校、建築学科（高度専門課程） 設置認可 
・〈専〉京都建築大学校、建築学科設置に伴い、都市工学科 廃止 

20 （2008） ・〈専〉京都伝統工芸大学校、伝統工芸学科 開設 
21 （2009） ・〈専〉京都建築大学校、建築学科 開設 
23 （2011） ・京都美術工芸大学 設立認可 
24 （2012） ・京都美術工芸大学 工芸学部 伝統工芸学科 開学 
26 （2014） ・〈専〉京都建築大学校 職業実践専門課程 認定 

・〈専〉京都伝統工芸大学校 職業実践専門課程 認定、 単位制課程 設置 
28 （2016） ・京都美術工芸大学 工芸学部 建築学科 開設 
29 （2017） ・京都美術工芸大学 工芸学部 京都東山キャンパス 移転 

30 （2018） ・京都美術工芸大学 工芸学部 伝統工芸学科を美術工芸学科に名称変更・定員変更 
・京都美術工芸大学 JIHEE による「大学機関別認証評価」適合認定 

令和(西暦) 
 元（2019） 

・京都美術工芸大学 大学院 工芸学研究科（建築学専攻）設置認可 

2 （2020） ・京都美術工芸大学 大学院 工芸学研究科（建築学専攻）開設 
3  (2021) ・京都美術工芸大学 建築学部 建築学科 届出設置認可 

  4 （2022） ・京都美術工芸大学 建築学部 建築学科 開設 
・京都美術工芸大学 芸術学部 デザイン・工芸学科 名称変更届出認可 
・京都美術工芸大学 大学院 建築学研究科（建築学専攻）名称変更届出認可 

5（2023） 
 

・京都美術工芸大学 芸術学部 デザイン・工芸学科 名称変更 
・京都美術工芸大学 大学院 建築学研究科（建築学専攻）名称変更 

6（2024） ・京都美術工芸大学 JIHEE による「大学機関別認証評価」適合認定 

 

(4)設置する大学院・研究科、学部・学科、学校等 

・京都美術工芸大学 

   大学院    建築学研究科 

芸術学部   デザイン・工芸学科 

          建築学科(在学生がいなくなるまでの間存読) 

   建築学部    建築学科 

  ・〈専〉京都建築大学校   工業専門課程 

・〈専〉京都伝統工芸大学校 工業専門課程 
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(5)大学院・研究科、学部・学科、学校等の学生数の状況  （令和 7年 5月 1日現在）〔単位：人〕 

大学院・研究科、学部・学科、学校等 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

京都美術工芸大学 

大学院 建築学研究科 10 14 20 24 

芸術学部 

デザイン・工芸

学科 
100 97 410 382 

建築学科 － － - 11 

建築学部 建築学科 150 196 610 641 

計 260 307 1,040 1,058 

〈専〉京都建築大学校 工業専門課程 480 230 1,710 1,087 

〈専〉京都伝統工芸大学校 工業専門課程 135 95 440 335 

 

(6)収容定員充足率                                   （令和７年５月１日現在）〔単位：％〕 

大学院・研究科、学部・学科、学校等 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

京都美術工芸大学 

大学院 建築学研究科 50.0 70.0 65.0 85.0 120.0 

芸術学部 

デザイン・工芸

学科 
82.7 93.2 96.8 94.4 93.2 

建築学科 103.8 105.4 104.5 106.5 － 

建築学部 建築学科  105.4 103.0 101.1 105.2 

〈専〉京都建築大学校 工業専門課程 112.6 111.5 98.9 81.1 63.6 

〈専〉京都伝統工芸大学校 工業専門課程 84.2 79.6 77.9 89.3 76.1 

 

(7)役員の概要 

定員数：理事 ９名、監事 ２名  現員数：理事 ９名、監事 ２名    (令和 7年６月１日現在) 

区 分 氏 名 就任年月日 主な現職等 

理 事 長 新谷 秀一 令和 4年 11月 14日 学校法人二本松学院理事長 

理事（常勤） 

竹脇  出 令和 5年 4月 1日 京都美術工芸大学長 

川北  英 令和 4年 11月 14日 京都建築大学校長 

新谷 裕久 令和 5年 4月 1日 京都美術工芸大学副学長 

山田 幸秀 令和 4年 11月 14日 京都美術工芸大学講師 

山口  均 令和 4年 11月 14日 学校法人二本松学院 

理事 

（外部理事・

非常勤） 

藤原 勝紀 令和 4年 11月 14日 京都市教育相談総合センター常任顧問 

井上 正嗣 令和 4年 11月 14日 元宮津市長 

上出  滿 令和 5年 6 月 1日 元大阪府立高校校長 

監事（非常勤） 
藤田 祥子 令和 4年 11月 14日 ノイ・フィールド株式会社代表取締役 

山形  進 令和 4年 11月 14日 池田泉州システム株式会社取締役社長 

 



- 5 - 
 

(8)評議員の概要 

  定員数：１０名 現員数：１０名                （令和 7年６月１日現在） 

区 分 氏 名 就任年月日 主な現職等 

常 勤 

新谷由貴代 令和７年５月２３日 京都伝統工芸大学校長 

西村 公一 令和７年５月２３日 学校法人二本松学院法人事務部長 

谷川 達也 令和７年５月２３日 学校法人二本松学院システム情報管理室長 

 

 

非常勤 

樋口 浩之 令和７年５月２３日 ヒグチヒロユキ一級建築士事務所代表 

植田 義雄 令和７年５月２３日 (一財)仏教美術協会常務理事 

水野 広土 令和７年５月２３日 びりーぽ税理士事務所代表 

村上  隆 令和７年５月２３日 高岡市美術館館長 

村松 徹也 令和７年５月２３日 (一財)京都技術サポートセンター理事 

田端 嘉秀 令和７年５月２３日 元京都建築大学校事務課長 

三谷 幸次 令和７年５月２３日 株式会社和蘭 

 

(9)会計監査人の概要 

①定員数：１人 

②名 称：清稜監査法人 

③就任年月日：令和７年５月２３日 

 ④責任免除に関する決議等：寄附行為第５９条により、理事会の決議により免除することがで

きる。また、その議案を理事会に提出する場合、各監事の同意を

得なければならない。 

 ⑤責任限定契約：寄附行為第６０条による。 

 ⑥補償契約及び役員賠償責任保険契約の状況：該当なし 

 

(10)理事選任機関の概要 

  構成：理事２人、評議員２人、学外有識者１人 

（令和８年３月３1日現在） 

区 分 氏 名 就任年月日 主な現職等 

理 事 
山口  均 令和８年３月３１日 学校法人二本松学院 

山田 幸秀 令和８年３月３１日 京都美術工芸大学講師 

評議員 
新谷由貴代 令和８年３月３１日 京都伝統工芸大学校長 

水野 広土 令和８年３月３１日 びりーぽ税理士事務所代表 

学外有識者 村上 圭子 令和８年３月３１日 京都国際会館事務局長 

 

 (11)教職員の概要 

               （令和 7年 5月 1日現在）〔単位：人〕 

区   分 法人事務局 
京都美術 

工芸大学 

京都建築 

大学校 

京都伝統 

工芸大学校 
合 計 

教員 
本務 ― ５０ ３７ １４ １０１ 

兼務 ― ５９ ３４ ９４ １８７ 

職員 
本務 １２ １９ ２６ １４ ７１ 

兼務 ４  ３   ０  ０   ７ 

計 １６ １３１ ９７ １２２ ３６６ 

             日本私立学校振興共済事業団「学校法人基礎調査」による 
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Ⅱ．事業の概要 

 

１．二本松学院全般の取組 

 

１．１．１ 私立学校法の改正に伴う寄附行為変更に基づいた法人運営について 

  私立学校法が令和５(2023)年５月に改正・公布され、令和７(2025)年４月１日から施行され

た。 

  学校法人二本松学院は、私立学校法の改正に対応した寄附行為変更を行い、文部科学大臣の

認可を経て関連の諸規程の一部改正を令和６(2024)年度に行った。 

  令和 7(2025)年度には、変更後の寄附行為に基づく評議員及び会計監査人の選任、理事選任

機関の設置と構成員の選考など体制の整備を図るとともに、新たな寄附行為及び寄附行為施行

細則等に基づいた着実な理事会・評議員会の運営と、監事及び会計監査人による適正な監査業

務に対する支援を行った。 

 

１．１．２ 内部統制システム整備の基本方針に基づいた法人運営について 

私立学校法の改正に対応して、内部統制システム整備の基本方針を令和６(2024)年度に制定

した。この基本方針には、１．経営に関する管理体制 ２．リスク管理に関する体制 ３．コ

ンプライアンスに関する管理体制 ４．監査環境の整備（監事の監査業務の適正性を確保する

ための体制）の内容となっている。 

これらの内容を着実に実施・履行するため、育児・介護休業規程、給与規程、旅費規程の一

部改正を行った。 

  

１．１．３ 第２期中期目標・中期計画に基づいた履行について 

  私立学校法第４５条の２に基づいた第２期中期目標・中期計画(令和６年度～令和１０年度)

を令和５年度に作成した。 

  令和６(2024)年度以降は、第２期中期目標・中期計画に基づいた年次目標・計画により、三

校それぞれが連携を図りながら事業を実施していくことになる。令和７(2025)年度の中期目

標・中期計画により、各大学・大学校はそれぞれの事業を着実に実施した。 

  具体的には、各大学・学校の取組において報告されている。 

 

１．１．４ 日本私立大学協会「私立大学ガバナンス・コード〈第 2.0版〉」に基づいた学校法人

二本松学院京都美術工芸大学ガバナンス・コード〈第３版〉の作成について 

日本私立大学協会が令和６(2024)年 10月 25日に策定した「私立大学ガバナンス・コード〈第

2.0 版〉」は、従来の各大学が同ガバナンス・コードに基づいて策定する方式から日本私立大学

協会が策定した「私立大学ガバナンス・コード〈第 2.0版〉」を各大学で受け入れるかどうかを

判断し、受け入れた場合は各大学で「点検結果報告書」を提出・公表する方式に変更となった。 

京都美術工芸大学は「私立大学ガバナンス・コード〈第 2.0版〉」を受入れるとともに、その

「点検結果報告書」を提出した。 

 

１．１．５ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の履行 

  次世代育成支援対策推進法(次世代法)に基づき、教職員の仕事と子育てに関する「一般事業

主行動計画」(令和５(2023)年７月１日～令和８(2026)年６月 30日)を策定している。 

教職員に対しては学院内電子掲示板に掲載して周知するとともに、外部へは学院のホームペ

ージに掲載し、広く公開している。 
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 その内容は、本学院教職員がそれぞれの職場においてその能力を発揮し、仕事と家庭環境の

調和を図り、働きやすい雇用環境整備を行うため、次のとおり行動計画を策定した。 

 ①「ノー残業デー(週１回)」を継続実施し、所定外労働時間の削減に努める。 

 ②労働基準法第 39 条第７項(年５日の時季指定義務)を遵守し、教職員の申し出の他、時季を

指定し年次有給休暇の取得を促進する。 

  ③教職員の子の看護休暇や介護休暇の取得を促進する。 

  令和７年度におけるこの行動計画の実施状況は、次のとおりである。 

  ①「ノー残業デー(週１回)」は、引続き実施した。 

    所定外労働時間は、令和６(2024)年度と比較して学院全体としては 24％増加した。キャ

ンパス別及び職員・教員別に見てみると、園部キャンパスは昨年と比較して約 20％増加し、

特に教員の時間外労働時間は約 50％の増加となった。東山キャンパスでは、教員の時間数

は前年度と比較して 33％の増加となり、教員の時間外労働時間の増加が著しい結果となっ

た。その時間外労働時間数の増加の主な要因は、土日・祝日に実施される学校行事等のた

めの出勤が増えたことによるものである。 

  ②年５日の時季指定取得義務は全員遵守され、年次休暇の取得日数は平均 10日前後取得さ 

れていた。 

  ③子の看護休暇や介護休暇を取得した教職員は、いなかった。 

 

１．１．６ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の履行 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づき、女性の教職

員を各学校等において積極的に採用し、女性が管理職としても活躍できる職場環境にするため、

次の行動計画（令和６(2024)年４月１日～令和８(2026)年３月 31日）を策定した。 

教職員に対しては学院内電子掲示板に掲載して周知するとともに、外部へは学院のホームペ

ージに掲載し、広く公開している。 

 ①京都美術工芸大学及び京都建築大学校の女性教員の比率を 10％程度増やすように努める。 

 ②教職員の管理職に女性を抜擢し、女性の活躍の場を広げるように努める。 

   令和７(2025)年度におけるこの行動計画の実施状況は、次のとおりである。 

  ①京都美術工芸大学の女性教員は 11人（令和８(2026)年１月１日現在）で、前年度と比較し

て 5.2ポイント増加した。 

   京都建築大学校の女性教員は、前年度から１人増えて４人（令和８(2026)年１月１日現在）

となり、4.6ポイント増加した。 

   令和７年度の教員採用者について、京都美術工芸大学は４人の教員採用を行いその内２人

が女性教員だった。京都建築大学校の教員採用者数は１人で、女性教員であった。 

    なお、事務職員は９人の採用者のうち、女性職員は５人であった。 

  ②教職員の女性管理職の抜擢はなかった。 

 

１．１．７ 効果的な広報の展開 

令和７(2025)年度は、前年度より継続している「質・内容を重視した高校訪問」と進路ガイ

ダンスへの積極的な参加を通じ、高校側との信頼関係をさらに深化させた。特に、教員の進路

指導をサポートするための情報提供を強化し、訪問とガイダンスの相乗効果を最大化させるよ

う努めた。 

入学者については、Ｚ世代の価値観と情報収集スタイルの変化がより顕著となった。これに

対応するため、進学媒体等の既存ツールに加え、ネット広告（SNSを含む）を主軸としたデジ

タル広報を加速させ、「学びのリアル」や「学生生活の熱量」を可視化する情報発信に注力した。

オンラインイベントについても、地方在住者や遠隔地の志願者に対する有効な接点として定着

し、来校型イベントとの効果的な使い分けが進んだ。 
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大学全入時代の進展に伴う「大学志向」の強まりに対し、各校の強み(資格、就職、学位)を

再定義し、志願者のキャリア意識に訴求する施策を展開した。 

京都美術工芸大学(KYOBI)においては、建築学部の志願状況が引き続き堅調に推移した。学力

上位層に対し、在学中の二級建築士合格実績等の本学の強みが有効に機能している。一方、芸

術学部では近畿エリアの競合校との競争が激化しているが、次年度導入予定の特待生制度の先

行告知等により、受験生の回復に向けた布石を打った。 

京都伝統工芸大学校(TASK)は、関西エリアでの苦戦を、関東圏を中心とした全国的な認知拡

大で補完する構造が定着した。上位大学との併願者が増加するなか、オープンキャンパスでの

体験プログラムの充実により、専門技術への関心を確実に入学意欲へと転換させた。留学生募

集も安定的な回復を見せた。 

京都建築大学校(KASD)は、大学志向の影響により中間層の獲得に課題を残したものの、学力

上位層および工業・工科高校出身者の獲得実績は維持した。令和 8年度に予定している広報ツ

ールの刷新(カジュアル化)に向け、Ｚ世代の心理的ハードルを払拭するためのクリエイティブ

検証を並行して実施した。 

また、令和 9年度(2027年度)に予定されている通信教育課程開設を見据え、グループ校内で

の一貫した学位取得ルートの提示準備を開始した。これにより、専門学校検討層だけでなく大

学志向層に対しても、実技と学位を両立できる新しい選択肢としての魅力を提示する土台を整

えた。 
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２．京都美術工芸大学の取組 
 
２―１ 概況 
 
２．１．１ 学部について 

京都美術工芸大学は、平成 24(2012)年４月に工芸学部伝統工芸学科（入学定員 95 人）を開

学した。平成 28(2016)年には、新たに建築学科（入学定員 50 人）を新設するとともに、伝統

工芸学の定員を 45 人に変更し、２学科体制とした。平成 29(2017)年度には、京都東山キャン

パスが開校しダブルキャンパスがスタートした。平成 30(2018)年度には、伝統工芸学科を美術

工芸学科（入学定員 100人）及び建築学科（入学定員 150人）に改組し、学部入学定員を計 250

人とした。 

令和 4(2022)年度には芸術学部建築学科の募集を停止し、全国で 11番目となる建築学部建築

学科（入学定員 150 人）を設置し、２学部体制とした。令和５(2023)年度には、工芸学部美術

工芸学科を芸術学部デザイン・工芸学科に名称変更し、現在に至っている。 

今後の学士課程の拡充を図るため、令和９(2027)年４月に芸術学部と建築学部に通信教育課

程の開設を目指し、令和８(2026)年３月に文部科学省へ設置認可申請を行った。 

  京都美術工芸大学の「卒業の認定に関する方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」、

「入学者の受け入れに関する方針」は巻末の別紙とおりである。 

 

２．１．２ 大学院について 

令和２(2020)年度には、芸術学部建築学科を基礎とし、大学院工芸学研究科建築学専攻（入

学定員 10人）を設置した。また、令和５(2023)年度には、建築学部を設置したことを機に、大

学院工芸学研究科を大学院建築学研究科に名称変更した。研究科の入学者数は、令和２(2020)

年度から３人、７人、６人、７人と推移し、令和６(2024)年度に初めて 10人となり入学定員を

満たすことができた。令和 7(2025)年度は 14人が入学した。 

令和８年度にも 12人が入学し、院生研究室、演習室や一級建築士講座などの教室面積の不足

が課題となってきた。そのため大学院棟（仮称）の建設に向けた準備を開始した。 

 

２．１．３ 大学機関別認証評価について 

開学して７年目となる平成 30(2018)年度に大学機関別認評価を日本高等教育評価機構で初め

て受審し「適合」と認定された。２回目となる令和６(2024)年度の認証評価受審においても「適

合」と認定された。令和６年度の認証評価実地調査での意見を踏まえ、機構の定める評価基準

に準拠した新たな「自己点検・評価実施要項」を令和 7(2025)年 1 月に制定し重点項目中心に

自己点検・評価に取り組んだ。また、認証評価の受審に伴い令和６年度は開催しなかった外部

評価価委員会について令和７年 11月に開催し「内部質保証」等をテーマに外部評価を受け、評

価結果報告書を公表した。 

 

２．１．４ 学生募集の状況について 

開学当初、募集定員を下回る時期もあったが、学年進行につれて、認知度や評価が高まり、

平成 27(2015)年度には入学定員を確保することができた。平成 29(2017)年度は京都東山キャン

パス効果もあり、定員の５倍を超える応募者の中から、優秀な学生を選抜するなど、劇的な改

善が図られた。以降、入学定員・収容定員とも満たしており、安定した志願者確保を行ってい

る。令和８(2026)年度入試では、18歳人口の減少もあり志願者数が前年度 588人に対し 555人

の微減となった。令和８年度入学者数は、入学定員 250人に対し 277人（芸術学部 95人、建築

学部 182人）となり学部の収容定員充足率は 1.01（1035 人/1020人）となった。 
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２．１．５ 初年次セミナーについて 

令和７年度以降の入学生対象に、第１年次前期科目として新たな教養科目「初年次セミナー」

を開設した。これは、入学当初の新入生オリエンテーションの短時間では十分に理解できない

まま前期授業の履修が開始し、大学の学び方についての基礎基本が理解できないまま早期に退

学する初年次学生がいることから、この科目により早期退学の防止につなげるよう努め、その

結果、新入生の前期末退学率の縮減を図ることができた。 

  
 
２―２ 主な施策（以降、中期的な計画及び事業計画の進捗・実施状況） 
 
２．２．１ 伝統建築文化センター（仮称）の設置について 

  京都の歴史ある建築物である京町家を利用し、京町家の研究拠点として、あるいは学生の実

習や演習にも活用できるような施設の設置に向け、前年度に引き続き、候補物件の視察等の調

査・検討を行った。 

 

２．２．２ 大学間連携による事業の推進について 

  令和６(2024)年１月 12日付けで締結した本学、京都工芸繊維大学及び京都市立芸術大学との

３大学間連携協定に基づく取り組みの一環として、令和 7(2025)年 10 月 10 日に、本学を会場

としてシンポジウム「日本の伝統工芸の価値とその 21世紀的意義を求めて」を開催した。シン

ポジウム連携企画として鴨川七条ギャラリーで「三大学協定展」を開催するとともに、シンポ

ジウム第三部で京都工芸繊維大学、京都市立芸術大学、そして本学の学生たちが「作品につい

て思いを語る～三大学協定展出展者から～」と題し、出品作品を中心に制作活動について発表

が行われた。また、三大学連携に基づく共同研究の推進を模索した。 

 

２．２．３ 大学コンソーシアム京都等との連携について 

大学コンソーシアム京都の SD研修「大競争時代の大学経営と高等教育政策（６月 27日）」や

京都アカデミアフォーラムの大学連携イベント「こども大学 in 丸の内（８月７日）」「アカデ

ミアウイーク（10月 31日）」に参加した。また、京都芸術教育コンソーシアム（Art-e KYOTO）

京都芸術教育研究事業で京都市立安朱小学校（山科区）との連携授業を複数回実施した。 

また、本学が属している京都地区大学総務懇談会（私立大学８大学参加）を通じて学校医業

務調査を実施するなど有用な情報収集を行った。 
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２．２．４ 通信教育課程の設置申請 

令和６(2024)年度に検討した通信教育課程の組織、収容定員、教育課程科目表等に基づき、

令和９(2027)年４月の通信教育課程開設を目指して芸術学部デザイン・工芸学科（通信教育課

程）、及び建築学部建築学科（通信教育課程）の設置認可申請書を令和８(2026)年３月に文部科

学省に提出した。併せて法人事務局からはこの設置認可申請に伴う寄附行為変更認可申請書を

提出した。また、開設に備えて通信教育学習管理システムの担当教員や事務職員を先行採用し

た。 

 

２―３ 管理運営部門 

 

２．３．１ 教職員の勤務時間管理について 

教職員の服務管理及び諸規程の整備、運用を適切に行い、特に働き方改革に伴う教職員の時

間外労働の縮減に引き続き努める。 

 

２．３．２ 業務の効率化・合理化について 

事務局で行っている各業務について所掌業務を分析し、システム化や法人本部との調整等に

より改善できる業務を洗い出し、改善策の提案を行った。また、令和 6 年度認証評価の「書面

審査」や「実地調査」において、学内規程の不備を指摘されたことを踏まえ、上位法令の改正

と学内規程の整合、規程間の不整合の排除など効率化し省力化を図るため「規程管理システム」

の導入について引き続き検討を行った。 

 

２―４ 教学部門 

 

２．４．１ 授業アンケートを基にした授業改善 

学生に対し、授業及び学修成果を把握するためのアンケートを実施し、集計結果の公表及び

評価の情報を活用することにより授業改善に引き続き努めた。また、授業アンケートの結果を

踏まえて作成される「フィードバックシート」の活用策を検討することに関連し、令和７(2025)

年度後期から専門業者の Web サイトで授業アンケート実施し、結果集計の迅速化、フィードバ

ックシートの教員間共有を図るため一連の作業工程をアウトソーシングすることとした。 

 

２．４．２ FD・SD 研修の継続実施について 

FD・SD 推進委員会による FD 活動や、学内研修会・研究会を開催し、授業内容や方法の改善

を図るための、教職協働による組織的な取組みを行った。 

なお、令和 7年度の FD テーマは、令和 6年度からの合理的配慮の義務化による様々な課題が

浮き彫りになってきたことから、外部の専門家を招き「障害のある学生の授業における合理的

配慮の範囲と成績評価の在り方」の講演と質疑応答を行い、また、SDテーマは事務局から「通

信教育課程設置計画の進捗と設置認可後の対応」について解説し、全教職員がそれぞれのテー

マについて共通理解を図った。 

 

２．４．３ カリキュラムの整備・充実について 

令和６(2024)年度よりスタートした芸術学部デザイン・工芸学科文化財情報デザインコース

のカリキュラム等について、文化庁並びに京都伝統工芸大学校の協力を得ながら引き続き整

備・充実に努めた。芸術学部においては、令和８(2026)年度入学生から、専門演習・実習科目

の内容構成を共通領域、デザイン領域、工芸領域に区分し、科目名称と科目内容を一新した。 

今後、カリキュラムの整備・充実に当たっては「三つのポリシー」と直結していることを念

頭にポリシー自体の見直しも含めて整備・充実を検討していくこととする。 
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２―５ 研究協力部門 

 

２．５．１ 科学研究費補助金等の競争的資金獲得拡大に向けた取組みについて 

  中期計画及び事業計画に掲げた以下の取り組みが、令和７(2025)年度において十分行えなか

ったことに鑑み、競争的資金獲得に向けての具体的計画を令和８(2026)年度の学術情報委員会

で検討することとする。 

  〇科学研究費申請についての説明会（外部講師による講演会含む）を実施する。 

〇初めて申請する教員について、申請書類の外部レビュー支援を検討する。 

〇科学研究費を含め、競争的資金に関する情報発信を積極的に行う。 

〇科学研究費補助金獲得順位について、令和 5 年度現在 453 位のところ、中期計画期間中に

350位以内を目指す。 

 

２―６ 国際交流部門 

 

２．６．１ 国際交流事業への取り組み 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け抑制していた国際交流を、再び拡大するため、引き

続き以下の事業を推進するとともに、新規交流事業や交流事業復活について調整を行った。 

また、令和８(2026)年２月には KYOBI、KASD、TASK のグループ校合同の「学生フィンランド

研修プログラム」を実施し新規の交流事業にも取り組んでいる。 

（継続） 

〇シンガポール国立大学（NUS）研修プログラム  

〇イベロ大学（メキシコ）等海外の大学との学生交流  

〇ミシガン州立大学とのインターンシップ受入事業 

〇在フランス領事館とのコラボ事業を実施 

（新規・復活） 

〇フランス セルジー国立芸術大学との学生交流プログラム（８年秋予定） 

〇タイ国 ランナー文化工芸協会 Koyori Project参加（８年５月予定） 

〇エコール・カモンドとの交流事業（調整中） 

  

２―７ 地域連携部門 

 

２．７．１ 地域連携事業として以下の事業を推進した。 

〇駅ナカアート（京都市交通局）、東山区民ふれあいひろば（東山区）、東山区民ふれあい作品展

（東山区）、けいはんなみゅーじあむ（京都府）等、京都府・京都市及び東山区の事業へ参加し、

自治体との連携を深めた。 

〇祇園祭や新日吉神宮「神幸祭」、下御霊神社「還幸祭」への参加等、地域で行う事業へ参加する

ことで地域貢献に努めた。 

〇清水寺での法要や作品展などの連携事業に努めた。 

 

２．７．２ 産学連携事業として以下の事業を推進した。 

〇令和５(2023)年度に日本ホールディングスと締結した協定に基づく芸術学部作品提供事業につ

いて、令和６(2024)年度より運用が始まっており、先方企業との連携を継続した。 

〇「一般社団法人京都知恵産業創造の森」を介した「産学公連携事業」との連携を図り、引き続

き推進した。 
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２―８ 入試・広報部門 

 

２．８.１ より多くの高校生に本学の魅力が伝わる広報活動を検討する。 

〇パンフレット、ホームページや SNS の充実、さらに、オープンキャンパスの充実を図り、高校

訪問や校内ガイダンスの参加増加、内容強化を図った。 

〇大学編入学試験制度の広報を強化し、３年次編入生の確保に努めた。 

○より多くの学生に学びの機会を提供するため入学試験の成績優秀者を対象にした特待生制度を

新設し、芸術学部の実技試験（鉛筆デッサン）や大学入学共通テストの成績（4 科目）を評価

し、成績優秀者には奨学金 40万円（初年度のみ）を給付した。 

〇高大連携校について、現６校から増やしていくよう引き続き検討している。今後、京都市立美

術工芸高校や京都工学院高校等、公立高校にアプローチしていく。 

〇全国美術高等学校協議会加盟高等学校の指定校推薦を充実、強化していく。 

〇今以上にシンプルな形で出願できるよう出願方法を検討し、かつ事務作業の軽減化を図ってい

く。また、合格者の歩留まり率の向上のためのフォローアップも強化していく。 

〇京都アカデミアフォーラム in 丸の内を活用した関東方面への広報活動を積極的に展開し、志

願者増を目指している。 

〇京都美術工芸大学校友会(同窓会組織)の運営に大学が積極的に関与し、ステークホルダーに対

する情報発信を強化していくこととした。また、「入学料のファミリー割引」、校友会による「卒

業生の一級建築士資格取得報奨制度」等の広報を通じて、大学のブランド力の拡大を図ること

とした。 

〇京都美術工芸大学大学院の広報を強化し、特にグループ校の京都建築大学校からの入学者の増

に取り組んだ。 
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３．京都建築大学校の取組 

 

３－１ 概況 

京都建築大学校は、旧自治省のリーディングプロジェクトに指定された京都府園部町（現南

丹市）の国際学園都市計画の一環として誘致を受け、平成３(1991)年４月に「京都国際建築技

術専門学校」として開校、平成 19(2007)年４月に校名を変更して現在に至っている。本校は建

築を担う次世代の人材を育成することを目標に掲げ「二級建築士・木造建築士」の国家資格が

在学中に取得でき、同資格の取得実績は全国トップを長年堅持している。放送大学の科目を組

み込んだコースでは、大学卒業（学士）の学位も取得できるなど他に類を見ない独自のシステ

ムを他校に先駆けて構築してきた。 

平成 26(2014)年３月 31日付で、建築科（専門課程）・建築学科（高度専門課程）の２学科が

文部科学大臣の認定する職業実践専門課程の認定を受けた。また平成 30(2018)年 12 月に「建

築士法の一部を改正する法律」が国会で公布された。これにより、本校においては「一級建築

士」資格取得に向けての教育を開始した。本校独自のシステムと合致し、大学卒業としての学

士取得と一級建築士取得の同時取得が全国で唯一可能な学校として確立。また「建築科特別の

課程」にて京都美術工芸大学の学生も W スクールを利用して在学中に建築士の受験が可能とな

っている。 

令和７(2025)年度における在籍者数は、建築科 481名、建築学科 224名、建築専攻科 382名、

特別の課程 367名、また入学者数は、230名である。（令和 7年 5月 1日現在） 

 

３－２ 事業の概要 

 

（１）主な教育の概要 

京都建築大学校では「社会から求められる人材育成」を教育理念・方針としてこれからの

建設業を担う人材の教育をおこなっている。 

２年制の建築科にて国家資格の受験資格を得ることに加え、放送大学との連携にて大学卒

業の学士を取得する。この組み合わせにて大卒の学位に加え在学中に国家資格である二級建

築士や一級建築士を取得することが可能となる。また 3・４年次に在籍するコースとして、

建築専攻科は国家資格合格レベルを見据えた教育に重点をおき、実学に根ざしたカリキュラ

ムを構成している。 
一方、本校には４年制の建築学科も設置されており、こちらはより高度な建築学を修め高

度専門士を取得できる学科となっている。いずれも学位と国家資格を得て卒業することが可

能である。 
 
（２）建築科（２年制） 

本校の基幹部分に位置するのが「建築科」である。専門分野の基礎知識と技術を学び、建

築士受験に必要な指定科目を６０単位以上履修取得できるようにカリキュラムは組まれ、卒

業時に専門士（工業専門課程）の称号を得る。また実学に根ざした教育にて、建築業界で活

躍できる人材育成に努めている。 
 
（３）建築科特別の課程 

「建築科特別の課程」は、年間の規定の単位を修得すれば実務経験０年で二級建築士・木

造建築士の受験資格が取得できる課程として平成２５年度に開設した「建築科二部（夜間部）」

のカリキュラムおよび単位数を見直し令和元年度に開設した課程である。 
 
 



- 15 - 
 

（４）建築専攻科 
建築専攻科は建築科を卒業後に進学できる。国家資格である二級建築士、木造建築士、イ

ンテリアプランナーの取得を目指し、また建築科から数えて計４年在籍するものは大学卒業

の学士を取得することが可能である。 
 

（５）建築学科（４年制） 
４年の在籍にて高度専門士（工業専門課程）の称号を得る、「高度専門課程」が建築学科で

ある。専門科目の内容をさらに高度に学び、４年次には設計ゼミに所属できる。また建築科

から３年次編入も可能であり、この場合 3・４年次に国家資格が取得可能となる。高度専門

士に加えて建築士（一級・二級・木造）と大学卒業の学士も同時に取得が可能である。 
 
（６）卒業の認定に関する方針 

各科それぞれに定めた修学年限以上在学し、所定の単位以上を習得した者には、卒業また

は修了を認定する。建築科の過程を修了した者には、専門士（工業専門過程）の称号を授与、

また建築学科の過程を修了した者には、高度専門士（工業専門課程）の称号を授与する。 
 
（７）教育課程の編成及び実施に関する方針 

教育課程の編成にあたっては、建築教育に知見のある、建築業界の代表、学術機関の有識

者で構成する「教育課程編成委員会」を設置し、当該専 門課程の教育を施すにふさわしい授

業科目の見直し、授業内容・方法の改善等を行い、斯界の要望にこたえる人材育成を目指し

た教育課程の再編成 を適宜行っているまた、一般社団法人京都府建築士会南丹支部、一般社

団法人関西インテリアプランナー協会、一般社団法人日本インテリア設計士協会 京都支部、

一般社団法人京都府専修学校各種学校協会等との産官学連携のもとで、教育課程の編成、授

業科目の開設、改善等を行っている。 
 
（８）入学者の受入に関する方針 

令和７(2025)年度現在、京都建築大学校では、大学の入学資格と同様の規定としている。

これは建築分野における専門課程においては、卒業時に国家資格である建築士の受験資格を

大学と同様に付与する為である。本校では高等学校を卒業した者、また同等以上の学力が認

められる者が対象となる。 
アドミッションポリシー （入学者の受入に関する方針） 

  １．本校の教育理念・方針を理解し、建築・インテリアあるいは木造や環境の分野に深い関

心を持っている者。 

  ２．将来、本校で学んだことを活かした職業に就くことを目標としている者。 

  ３．各種資格取得ならびに建築技術の習得に、意欲的に取り組もうとする姿勢のある者。 

  ４．４年間の教育で「大学の学位（学士）、高度専門士（大学と同等）」の取得に意欲があり、

希望する者。 

 
３－３ 中期的な計画(教学)及び事業計画の進捗・達成状況 
 
（１）基本的な目標 

建築の特に実務に関わる教育をおこない、合わせて教養を身に付けた職業人を育成するこ

とを目的とする。「社会人基礎力」「教養力」及び「職業実践力」それぞれが複合的に作用し

あって生み出す素養を有し、積極的に社会活動に取り組む、いわば社会に求められる人材を

育成することを基本理念としている。 
このように社会の要請に応えるべく実学に根差した教育を着実におこない、また教養豊か
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な人材を世に輩出する。この基本理念に基づき、中期目標・中期計画を定めている。 

現在は、第Ⅱ期中期目標を 2024 年度～2028 年度(令和６年度～令 和 10 年度)の５年間

として作成したものを計画目標として実施している。 

 

（２）令和６年度 

・優秀クラスの増強を図る。建築科１・２年エキスパートクラス、１級特進クラス、建築学

科３・４年の一級建築士に備えた一連のカリキュラムを整備する。 

・他大学に対抗し得る、本校のブランド力の向上を図る。実学主義の教育と地に脚のついた

設計デザイン教育の両立をおこない、他大学との明確な差別化を図る。 

  ・二級建築士を経て、一級建築士へ向かう受験者の増加を促進させる。また、その教育整備

をおこなう。 

  ・建築系工業高校出身者の早期二級建築士受験のカリキュラムを構築、開始する。 

 

（３）令和７年度 

・優良成績の高校生の入学希望者をより多く募り、高度な教育プログラムが軌道に乗るよう

にカリキュラム内容を整備する。エキスパートコースのみならず、建築コースの教育プロ

グラムを再整備、より建築士に必要な学習がおこなえるようにする。 

・一方で理系・文系関わらず建築・インテリア方面に進路を希望する学生への門戸を広く設

け、設計や施工だけでなく、様々な建設業のジャンルへの進路に向かえるような、独自の

教育プログラムも構築していく。 

・４年次において在学中の合格者や卒業後も多くの一級建築士合格者を輩出できるように、

建築学科のみならず、建築専攻科も含めて一級建築士に対応した授業を受講する学生の増

加を図る。 

 

（４）令和８年度 

・工業高校出身者の早期二級建築士受験、２年で二級建築士合格を目指し、３年で一級建築

士の受験を目指す学生を生み、在学中の国家資格合格者の増加を図る。 

・姉妹校である、京都美術工芸大学、並びに京都伝統工芸大学校との連携をより強化し、本

学院特有のカリキュラムを構築する。他大学などでは学べない本校独自の専門教育をおこ

なう。 

・建築教育の多様性をさらに広げ、様々な建設業種への進路にこれまで以上に対応できる教

育の充実を図る。 

 

（５）令和９年度 

・建築教育の段階的完成度の区分を明確（２年制・３年制・４年制）にして、各コースごと

の専門性をより際立たせ、それぞれの進路希望に合わせた教育到達度を再整備する。 

・６年間での建築教育のプログラムを実践する。大学院へ進学し、より建築学の専門性を高

めていく学生を育成する。国家資格（実学）と専門研究の融合した理想的な教育プログラ

ムへと昇華させる。 

 

（６）令和１０年度 

・次世代に向けて整備してきた教育システムを京都建築大学校として、建築科・建築学科・

建築専攻科それぞれの各コースにおいて完備する。 

・本校の理念である「即戦力として社会に通用する人材の育成」について、常に時代に合わ

せた対応をおこなう。そのため、教育実践専門課程の認定校として、企業と連携して最新

の実務に関する知識・技術・技能が身につけられる実践的教育システムを改めて再考して
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いく。 

 

本校は開校以来「即戦力として社会に通用する人材の育成」を理念とし、在学中に二級建築

士・インテリアプランナー等の資格取得と、放送大学と提携して「学士号」を取得できること

を大きな特徴として今日まで歩んできた。加えて在学中に「一級建築士」の資格取得について

も堅調に伸びてきた。これら実社会にて役に立つ知識や技術を習得させることが、今後も本校

にとって重要な教育の根幹となっていることは明らかである。 

また最新の建設業に必要となる技術などに対応できる人材育成のためには、CAD においては

今後 BIMソフトに対応できる PC が必ず必要となる。本校の場合はこれらの内容については、必

ず満たしておくことが重要である。 

またこれに加えて、今後は姉妹校との連携を深め、より幅広くまた奥の深い教育をおこなえ

る環境整備を遂行することで社会から本当に求められる、本校にしか出来ない幅広い教育内容

を充実させることが可能であると考える。各校それぞれの強みを生かし、専門性の高い知識や

技術を活用し合うことで、より強固で革新的な学院へと躍進する。それこそが、今後の時代に

求められる学校であり続ける為には必要であると考える。少子化の時代、より学校教育の本質

が要求される時代に突入する。各校の連携によるシナジーの実践は必要不可欠であると考える。

また本校もその一端としての役割を担っていく必要がある。 

本校は開校以来、独創性と特色を持った教育システムにより、多くの学生から信頼と感謝、

満足頂ける学校を目指してきた。今後はこれまで以上に、本校の学生であることに誇りと自信

が持てる学校になっていくように努めていく。 

そのためには、今ある教育を追求し拡張すること。さらに変化を加え、より発展していくこ

と。各校の特色を上手く組み合わせることで力を増し、さらに競争力を持つこと。そして新た

な時代に対応できる柔軟性を持っておくこと。これらの事について、常に意識しておくことが

肝要である。 

  また文部科学大臣からに認可された職業実践専門課程では職業に必要な実践的かつ専門的な

能力を育成するため、学外の職業に関連した企業・団体等関係機関との連携協力による教育課

程編成委員会・学校関係者評価委員会の内容充実を図り、演習・実習等の実施・学校評価の実

施等の一連の教育活動を通じ、より実践的な職業教育の質の保証・向上に今後も取り組んでい

く。 

 

３－４ 事業計画の進捗・達成状況 

（１）各学年にて資格試験を実施 

１学年ごとに定めた資格試験を全員に実施、受験、合格率などを分析し、その学年ごとの

学習要領を把握し、最終目標となる国家資格受験合格に向けた学習に関して改良改善に生か

している。 

（２）FD・SD研修を実施 

教職員の意識向上、また全体的な教育向上につなげる為、継続的に研修をおこなっている。 

 

（３）自己点検自己評価書 

大学に準ずる形式で自己点検自己評価書を毎年作成している。次年度以降は、第三者評価

についても実施を予定している。より公正・中立のある評価を目指す。 

 

令和７(2025)年度においても教育プログラムの再整備など順調に整備・実行できている。ま

た自己点検・評価を継続実施することにより、本校の充実発展につなげ、社会の発展に貢献す

る。 
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４．京都伝統工芸大学校の取組 

 

４－１ 概況 

京都伝統工芸大学校は、平成７(1995)年４月、「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」に定

める支援計画の認定により、京都府、園部町（現南丹市）及び京都府内の伝統工芸業界で設立

された財団法人京都伝統工芸産業支援センターが設置母体となり、現在の地に「京都伝統工芸

専門校」として開校した。 

平成 12(2000)年 10 月、京都府から専修学校の認可を受け、平成 13(2001)年４月には「京都

伝統工芸専門学校」に校名を変更。平成 17(2005)年に教育環境の更なる拡充を図るため、学校

設置者を学校法人二本松学院に運営母体を移管した。平成 19(2007)年４月には高度専門課程（４

年制）を新設するとともに、「<専>京都伝統工芸大学校」に校名を変更した。平成 26(2014)年

４月には、職業実践専門課程の認可を受け、社会のニーズに対応した実践的な教育を行ってき

た。 

本校は専門の技能を有する講師陣から直接指導を受けることができる、全国的にも例を見な

いオンリーワンの強みを有する伝統工芸に特化した高等教育機関である。これまで培ってきた

本校でしか提供できないカリキュラムや教育システムを現役の高校生のみならず広く一般社会

への認知にも努め、学生募集や業界への人材供給につなげることにより、伝統工芸産業の継承

に寄与してきた。 

今年度は工芸コース、工芸クリエイターコースに加え、文化財修復の業界で活躍できる人材

の育成を目指す文化財コースを開講した。 

 

４－２ 事業の概要 

（１）主な教育・研究の概要 

  ディプロマポリシー（卒業認定の方針） 

  伝統工芸産業振興のための人材に求められる技術及び知識を有するとともに、本校が定め

る教育課程を修めたものに卒業を認定し、専門士あるいは高度専門士の称号を授与する。 

  カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

確かな技術と豊かな人間性、協調性やコミュニケーション力を養うため、職業実践的な教

育内容を適切に盛り込む。 

１．「基礎技術」「応用技術」「専門知識」について専門実習を段階的に実施する。 

２．工芸技術を通して社会の発展に貢献するための課題解決力、伝統から革新を創造できる

発想力を養う。 

３．経験豊富な教員に加え、熟練した技術を持ち第一線で活躍する工芸士・作家などによる

授業を行うことで、ものづくりの現場で即戦力となる人物を育成する。 

  アドミッションポリシー（求める学生像） （入学者の受入に関する方針） 

  １．本校の教育理念・方針を理解し、美術・工芸・デザイン分野に強い関心を持っている者。 

  ２．将来、本校で学んだことを活かした職業に就くことを目標としている者。 

  ３．確固たる目標に向かって意欲的に学習に取り組み、技術の向上を図る姿勢のある者。 

  ４．常に他社を尊重する姿勢と協調性を有し、人間力の向上を図る意欲のある者。 

 

（２）中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 

次項以降に記載のとおり 

 

４－３ 教学部門  

４．３．１ カリキュラムの充実 

文化財コースの新設 
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  文化財の修復に関する知識やノウハウを専門的に学ぶ文化財コースは、今年度より開講し、

選択できる漆工芸専攻、蒔絵専攻、木彫刻専攻、仏像彫刻専攻の４専攻において７名の学生が

文化財コースを選択した。 

 

４．３．２ 実習室・演習教室の整備 

①文化財コースの開講に伴い、実習室の一部を改修し、修復を行う文化財を保管するための保

管室の整備に向けて引き続き検討を行った。 

②夏場における和紙工芸専攻の乾燥室の熱中症対策については、乾燥室の屋根に水を散布する

ようスプリンクラーを設置する等の対策を講じた。 

③９号館１階に新設の木工工作機械室については今年度からの稼働にあわせて、運用に向けて

の注意喚起、使用上の順守事項、清掃作業についての要領を室内に掲示し、安全面や整理整

頓を促すことにより、作業環境の向上を図った。 

④実習室・演習教室は学生数に応じた教室配置を検討し、講義教室を有効活用し、無駄のない

教室計画を引き続き検討する。 

 

４．３．３ 実習講師の確保  

  専門実習の講師については高齢化が進んでおり、伝統工芸業界の中から講師としてふさわし

い技術者について分野ごとに候補者の検討を行い、和紙工芸１名、文化財ゼミナール（漆芸）

１名の講師を新たに採用した。  

また学生の中でも指導ができる能力を有する学生を将来の講師候補として在学中から見定め、

それぞれの専攻の専任助手として育て、将来の専任講師の確保に努める。 

 

４．３．４ プロジェクトについて 

①京都柊家旅館プロジェクト（工芸クリエイターコース） 

   工芸クリエイターコース３年生が、３グループに分かれてグループごとに学んでいる専攻

の素材や特徴を活かした商品を提案。改善点を解決し、約１年かけて商品化に取り組む。 

４年生は、前年度にいただいた意見を参考に企画をブラシュアップし、商品制作を進めた。 

②清水寺「今年の漢字」を揮毫する和紙の制作（和紙工芸） 

年末の恒例行事として京都・清水寺で発表される「今年の漢字」に使用される大判和紙を、

和紙工芸専攻の学生が制作し、11月 19日に主催者の日本漢字能力検定協会へ納めた。 

   2025 年「今年の漢字」は 12月 12日に森清範貫主より同和紙に揮毫し、発表された。 

③穴窯プロジェクト（陶芸専攻）  今回は中止とした。 

④上賀茂神社 行灯用手漉き和紙の制作（和紙工芸専攻） 

上賀茂神社の夏の神事において境内を照らす行灯に用いる和紙を、和紙工芸専攻の学生が

制作し、４月 14 日に上賀茂神社へ奉納した。和紙には日本画の作家が絵を描き、行灯に仕立

て、６月 30 日 夏越大祓式
なごしおおはらえしき

、７月１日 御戸代会
み と し ろ え

神事
し ん じ

、中秋の名月賀茂観月祭にて展示され

た。 

⑤京都国際マンガ・アニメフェア（京まふ） 

京都市のみやこめっせで開催される京都国際マンガ・アニメフェア（京まふ）に TASK×KYOBI

合同でブース出展した。（令和５(2023)年より参加） 

タイトル：「妖怪×工芸 ～伝統の技で立ち上がる鳥山石燕の世界～」 

  日 程：2025年９月 20日（土）、21日（日） 

    内 容：・展示作品数 20点    ・来場者数 36,000名（全体） 

⑥祇園祭山鉾「鷹山」TASK×KYOBIプロジェクト 

   祇園祭山鉾「鷹山」本体上部の木彫刻部分の装飾（懸魚と鰭）を、TASK×KYOBI 合同で復

現制作するプロジェクト。 
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   今年度は KYOBI で制作した基本デザインに対し、彫りを担当する TASK 木彫刻専攻の意見を

加え検討を重ね図案を作成。鷹山保存会に提案し意見を伺い、図案の修正を行っている。 

⑦学園祭「松葉祭」 

園部キャンパスにおいて TASKと KASD が合同学園祭を開催した。 

    日 程：2025年 10月 25 日（土）、26日（日） 

    内 容：・TASK専門実習の教室で作品展示・体験・実演・販売 

         ・KASD×TASK による SDGSな創作茶室の制作展示５点 

         ・KASD ドローン部による飛行体験   等 

         ・来場者数 約 1,800名 

    併 催：京都府南丹教育局主催「京都丹波美術工芸教育展」（２号館カフェテラス） 

         ・展示作品：260点 ・来場者数：約 1,500 名 

 

４．３．５ 社会活動 

  学内での授業に加え、学外での経験を積むべく社会活動に参加した。 

実 施 活 動  

 ①2025年度 京都アートクラフトマーケット 

・日 程  2025年 10月 11日(土)～10月 13日(月・祝)） 

・場 所  京都文化博物館 

・参加人数 学生２名（運営スタッフとして参加） 

   ②美山ふるさと活動お田植え祭 

五穀豊穣を願い執り行われる「お田植えの神事」に TASK 女子学生が早乙女姿で参加 

    ・日 程  2025年５月 10日（土）、11日（日） 

    ・場 所  美山かやぶきの里集落の水田 

    ・参 加  20名 

 

４－４ 就職支援部門 

・伝統工芸の分野への就職活動は一般企業とは就職活動時期が異なる点が多いものの、高等学校

卒業後すぐに入学する学生が増えており、春先には就職ガイダンスを開催するとともに、個別

面談で学生の状況を把握し、就職への心構えや特徴を踏まえた指導に努めた。 

・求人先の開拓については、産地や企業・工房を訪問し、また展示会や業界のイベントなどに出

向き、積極的にインターンシップ受入や求人を働きかけた。 

・また、伝統工芸分野への就職後のミスマッチを無くすために、学生にはインターンシップや見

学を積極的に促し、企業・工房訪問などの就職活動の進め方についても周知した。 

  ・就職実績 卒業生９８名 就職希望者６６名 内定者６３名  

・就職率 ９５．５％（６３名（内定者）／６６名（就職希望者）） 

 

４－５ 入試広報部門 

（１）入試関係 

   選考方法である面接試験においては、引き続き対面とリモートの併用で面接を実施した。 

   入学希望者にオープンキャンパス参加者を促すため、参加者に５万円免除を引き続き実施

した。 

（２）広報関係 

   広報活動方針 

①ホームページで本校の関連情報やトピックスを紹介するとともに、YouTube・SNSを使っ

た情報発信も積極的に行った。 

   ②遠方等でオープンキャンパスに参加できない学生に対し、リモートでの個別相談会を実
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施した。 

  ③１日で二つの専攻が体験できる１日２体験オープンキャンパスや学生たちと参加者が自

由に懇談できる「ランチトークオープンキャンパス」を実施した。 

   ④卒業修了制作展を学生や職員の解説付きで鑑賞し、個別相談会も併せて実施する卒展ツ

アーを開催した。 

   ⑤首都圏でのオープンキャンパス参加者の入学希望者が多く見込まれるため、新規に東京

メトロ駅に KASD と合同で広告を掲示するとともに、東京（新丸ビル）で 7 月と 10 月に

オープンキャンパス及び入試を実施した。 

 

４－６ 学生支援部門 

①高等教育無償化制度への対応（令和２(2020)年４月から実施） 

今年度の本制度利用対象の学生は 60名であった。本制度の要件として出席状況や就学状況

（成績）が課されているため、利用学生の状況を把握し、不可とならないよう指導を行った。 

②ヴァン クリーフ＆アーペル デザインスカラーシップ 

伝統工芸の技と知識の発展と次世代の職人・クリエイター支援を目的に、令和３(2021)年

度より設立された。TASK３・４年生を対象に、優れた制作企画案を提案した個人またはグル

ープに、制作資金等修学支援を目的に授与される。 

内 容 ・奨学金受給者 ５名（４名＋１組）（エントリー：22名（21名＋１組）） 

・奨学金  20 万円/１名（組） 

作品は第３０回卒業修了制作展において展示した。（京都伝統工芸館１階） 

③京都伝統産業育英奨学金 

   株式会社チェンジホールディングスの創業者・会長である神保吉寿様が設立した一般社団

法人 JIN LUCKサポーターズより、伝統工芸関連技術の習得・継承・発展等に意欲を持ちなが

ら、学費の支弁に困難を抱える学生に向けて奨学金を給付することで、将来伝統工芸・産業

の発展に貢献し得る有為な人材の育成に寄与することを目的に創設された。 

内 容 ・採用者 15名（応募：23名） ※対象：TASKの３・４年生 

・奨学金 48万円/人 

④学生相談室の設置 

平成 29(2017)年度に学生相談室を開設し、現在、臨床心理士は毎週２日、看護師は週５日

在席し、学生からの相談に対応している。専門的なアドバイスにより立ち直るきっかけにな

るケースも見受けら、今後も学生相談室の活用を図り、休学・退学者の減につなげたい。 

⑤留学生 

本年度は 50 名の留学生が在籍し、１年生では 17名の入学があった。 

在留資格期間の確認や、就学状況の把握に努め、進級、卒業に向けて指導を行った。 

 

４－７ キャリア支援部門 

①海外交流について 

米国ワシントン州シアトルでの短期留学 

本制度は京都伝統工芸大学校在籍中の学生を対象に、将来日本国内だけでなく海外でも 

活躍する伝統工芸士の育成を支援することを目的に創設されたものです。 

内 容 ワシントン州京都人会及び Five Senses Foundation＊より TASK の学生に対しシ

アトルへの短期留学の招待をいただき、本年度は２名の学生等が短期留学を実施 

短期留学生 ２名（木工芸専攻３年生、蒔絵専攻卒業生） 

   日 程 2025 年７月７日（月）〜 ７月 16日（水）の 10日間 

   行 程 ・シアトル地元一般家庭でのホームステイ 

・Japan Fairにて伝統工芸のプレゼンテーションとワークショップ 
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・総領事館表敬訪問 ・マイクロソフト本社訪問 ・ベイブリッジ島訪問 

・ワシントン州京都人会メンバーとの交流 

・ロサンゼルス国際交流基金にてプレゼンテーションとワークショップを実施 

＊Five Senses Foundation：日本の伝統文化をアメリカ国内に紹介することを目的に、 

2017年１月に米国ワシントン州で設立された非営利団体 

②清水寺作品展 

   京都清水寺の経堂（重要文化財）をお借りし、京都伝統工芸大学校と京都美術工芸大学と

の合同で作品展を開催した。 

   清水寺作品展２０２５ 

    会 期：2025年４月 29 日（火・祝）～ ５月８日（木） 

    内 容：・作品数 京都伝統工芸大学校卒業修了作品２５点 

        ・来場者数 約 4,600名 

清水寺大黒天法要及び清水寺賞表彰式 

    日 時：2025年５月２日（金）午前 10時～11時 

    場 所：清水寺本堂 

③京都府初任者研修（京都府総合教育センター主催） 

   京都府総合教育センター主催の京都府初任者研修を園部キャンパスで実施し、京都の伝統

工芸にふれる体験を通して「ふるさと京都の伝統と文化」について学ぶ機会とする。 

日 時：2025年 7月 22日（火）～25日（金）の４日間 

   参加者：435名（４日間）    

④美術工芸甲子園 

   全国の高校生を対象に工芸作品を募集し、京都伝統工芸館に一堂に展示し美術・工芸の振

興を図ることを目的に実施した。 

期 間：2025年 11月 29日（土）～12月 14日（日） 

  内 容：・出展作品 84点  ・入賞作品 14点  ・来場者 375名 

⑤けいはんな万博 2025「けいはんなみゅーじあむ展」への参画 

  大阪関西万博に合わせてけいはんな地区で開催されたけいはんな万博 2025「けいはんなみ

ゅーじあむ展」において、伝統工芸関係の展示を京都美術工芸大学と合同で行った。 

  第１期 御所人形展・時代劇展（2025 年４月 19日（土）～５月 18日（日））  

・有職御人形司 伊東久重氏の協力のもと、御所人形の展示 

第２期 妖怪展（2025年５月 24日（土）～６月 29日（日）） 

・日本独自の妖怪文化を新たな感覚で造形化した伝統工芸作品の展示 

    ・展示作品数 １９点 

場 所：けいはんな記念公園（京都府相楽郡精華町精華台６－１） 

   参加者：6,800 名 

⑥京都高島屋での作品販売 

  京都美術工芸大学と合同で京都高島屋７階ポップアップスペースにて在校生並びに卒業生の

作品を展示、販売を行った。 

タイトル：若き手がつなぐ、伝統の美～京都伝統工芸大学校×京都美術工芸大学～ 

   日 程 ：2025年８月 21 日（木）～９月２日（火） 

   内 容 ：作品数 340点  ・売上  201点販売 1,138,864円 

⑦第 43回全国都市緑化フェア in 京都丹波 

  令和８年秋に京都丹波地域（亀岡市、南丹市、京丹波市）で開催されるこのイベントに協力

し、自然素材である竹を用いたアート作品の制作を行う。今年度は京都美術工芸大学芸術学部

デザイン領域で企画デザインを作成し、亀岡市との協議を進めた。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．二本松学院 財務報告 

 

１－１．財務三表等の概要 

令和７(2025)年度決算については、資金収支計算書の収入及び支出の部合計額が 151億 80百

万円、事業活動収支計算書の当年度収支差額が９億 97百万円の収入超過、貸借対照表の資産総

額が 291億 25百万円となった。 

事業活動収支計算書（企業会計における損益計算書に該当）についてみると、事業活動収入

（46億 30百万円）から当年度の費用である事業活動支出（34億 70百万円）を差し引いた基本

金組入前当年度収支差額は 11 億 61 百万円のプラスとなった。また、基本金組入前当年度収支

差額から基本金組入額（１億 64 百万円）を差し引いた当年度収支差額は前述のように９億 97

百万円のプラスとなっている。 

資金収支計算書（企業会計におけるキャッシュフロー）については、令和７年度収支計算の

結果、次年度に繰越される支払資金の残高は、期首の 97 億 50 百万円から 10 億 45 百万円増加

し、107億 94百万円となった。 

貸借対照表については、資産総額は 291 億 25 百万円と昨年度比で８億 90 百万円増加し、純

資産額（資産総額―負債額＝基本金＋繰越収支差額）は 11 億 61 百万円の増額となり、271 億

30百万円となっている。 

  以上、財務三表の概要を記したが、東山キャンパス隣接の校舎建設予定地購入費 1 億円や施

設・設備投資に係る支払いがあったにもかかわらず総資金量が増加し、順調に財産形成がなさ

れ、良好な財政状態が継続しているといえる。 

当年度の収入を見てみると、主たる収入源である学生生徒等納付金は 35 億 78 百万円で、昨

年度額 39 億 36 百万円に対し、３億 58 百万円の減少となった。一方、経常費等補助金３億 21

百万円（前年度 1 億 91 百万円）、受取利息・配当金３億 44 百万円（前年度２億 64 百万円）な

どにより、事業活動収入全体として前年度比１億 23百万円の減収となっている。 

支出の面では、人件費が 10億 82百万円（前年度 10億 18百万円）、教育研究経費が 15億 45

百万円（前年度 13 億 99百万円）、管理経費が７億 98百万円（前年度９億 09百万円）となって

いる。 

  基本金については、東山キャンパス隣接の校舎建設予定地購入費 1 億円の組入のほか、園部

キャンパス４号館及び２号館 CAD 室設備更新他に係る組入を行った。また、第４号基本金は、

今年度末保持すべき第４号基本金額が、既組入額に比し 18％の増加となり、100 分の 120 を下

回ったため、追加組入を行わないこととした。 

財務比率については、最も概括的で重要な指標とされている純資産構成比率（純資産の「総

負債及び純資産の合計額」に占める構成割合）が 93.1％と引き続き良好な割合となっている。 

また、運用資産余裕比率や積立率等の貸借対照表関係比率は、全体として、良好な比率とな

っており、引き続き安定した財務状態が続いていると言える。さらに、翌年度繰越収支差額が

９億 97百万円増加し、総資金量は 171億 25百万円となった。 

また、平成 27(2015)年度から、私立大学法人の経営状態を 14 段階に区分して、財政の健全

性を把握する、日本私立学校振興・共済事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の

区分」については、経営状態が最も良好なＡ１から最も不良なＤ３の内、本学院は、平成 27年

度においては最上位のＡ１、平成 28(2016)年度からは最上位の次のＡ２となっていたが、令和

元(2019)年度決算においては４年度ぶりに最上位のＡ１となり、以降Ａ１が続き、令和７年度

決算もＡ１であり、財政の健全性は極めて高いといえる。 
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１－２ 決算の概要 

①貸借対照表関係 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

(単位：円)
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

固定資産 13,976,203,403 15,180,975,738 16,485,639,989 17,965,747,165 18,243,281,019
流動資産 9,503,631,215 10,210,064,358 10,639,056,835 10,269,414,302 10,881,634,512
資産の部合計 23,479,834,618 25,391,040,096 27,124,696,824 28,235,161,467 29,124,915,531
固定負債 209,829,026 236,812,592 255,620,698 272,126,268 328,559,109
流動負債 2,825,865,647 2,616,272,265 2,309,504,578 1,994,277,460 1,666,734,987
負債の部合計 3,035,694,673 2,853,084,857 2,565,125,276 2,266,403,728 1,995,294,096
基本金 19,877,494,795 20,126,588,374 20,325,345,514 20,589,748,484 20,753,413,539
繰越収支差額 566,645,150 2,411,366,865 4,234,226,034 5,379,009,255 6,376,207,896
純資産の部合計 20,444,139,945 22,537,955,239 24,559,571,548 25,968,757,739 27,129,621,435
負債及び純資産
の部合計

23,479,834,618 25,391,040,096 27,124,696,824 28,235,161,467 29,124,915,531

貸借対照表の状況と経年比較

 

 
 

イ）財務比率の経年比較                    （単位：％） 

 区     分 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

運用資産余裕比率 303.7 389.4 465.7 462.2 498.7 

流動比率 336.3 390.0 460.7 514.9 652.9 

総負債比率 12.9 11.0 9.5 8.0 6.9 

前受金保有率 351.7 406.9 488.9 520.0 693.0 

基本金比率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

積立率 143.7 166.2 181.3 180.9 189.0 
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②事業活動収支計算書関係 

ア） 事業活動収支計算書の状況と経年比較 

 

(単位：円)
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

事業活動収入の部
   学生生徒等納付金 4,572,474,500 4,655,851,000 4,335,155,860 3,935,574,510 3,577,977,650
   手数料 41,017,640 33,051,988 30,299,350 31,110,420 28,375,800
　寄付金 9,610,000 690,000 94,050 0 482,000
　経常費等補助金 223,833,741 216,398,347 215,354,046 190,763,694 321,175,835
　付随事業収入 286,996,584 296,811,226 264,155,390 225,227,240 201,275,023
　雑収入 65,460,223 61,721,838 61,335,034 105,315,600 68,882,039
　教育活動収入計 5,199,392,688 5,264,524,399 4,906,393,730 4,487,991,464 4,198,168,347
事業活動支出の部
　人件費 952,844,100 1,004,761,381 1,001,932,799 1,018,813,628 1,083,425,118
　教育研究経費 1,663,689,124 1,503,730,978 1,449,066,151 1,399,280,875 1,544,841,147
　管理経費 738,565,440 735,710,851 681,191,264 908,606,092 798,150,057
　徴収不能額等 0 562,000 0 1,518,000 3,595,500
　教育活動支出計 3,355,098,664 3,244,765,210 3,132,190,214 3,328,218,595 3,430,011,822
教育活動収支差額 1,844,294,024 2,019,759,189 1,774,203,516 1,159,772,869 768,156,525
事業活動収入の部
　受取利息・配当金 8,387,294 43,443,010 105,517,206 263,667,633 344,136,959
　その他の教育活動外収入 0 9,944,122 136,902,320 13,171 87,939,211
　教育活動外収入計 8,387,294 53,387,132 242,419,526 263,680,804 432,076,170
事業活動支出の部
　借入金等利息 0 0 0 0 0
　その他の教育活動外支出 0 546,020 0 16,144,525 0
　教育活動外支出計 0 546,020 0 16,144,525 0
教育活動外収支差額 8,387,294 52,841,112 242,419,526 247,536,279 432,076,170

1,852,681,318 2,072,600,301 2,016,623,042 1,407,309,148 1,200,232,695
事業活動収入の部
　資産売却差額 15,868,265 20,260,409 4,590,297 1,445,519 0
　その他の特別収入 1,117,283 16,871,131 403,851 431,527 367,337
　特別収入計 16,985,548 37,131,540 4,994,148 1,877,046 367,337
事業活動支出の部
　資産処分差額 49,223,168 15,916,547 881 3 125
　その他の特別支出 0 0 0 0 39,736,211
　特別支出計 49,223,168 15,916,547 881 3 39,736,336
特別収支差額 △ 32,237,620 21,214,993 4,993,267 1,877,043 △ 39,368,999

1,820,443,698 2,093,815,294 2,021,616,309 1,409,186,191 1,160,863,696
△ 667,551,927 △ 249,093,579 △ 220,962,132 △ 264,402,970 △ 163,665,055
1,152,891,771 1,844,721,715 1,800,654,177 1,144,783,221 997,198,641

△ 586,246,621 566,645,150 2,411,366,865 4,234,226,034 5,379,009,255
0 0 22,204,992 0 0

566,645,150 2,411,366,865 4,234,226,034 5,379,009,255 6,376,207,896

5,224,765,530 5,355,043,071 5,153,807,404 4,753,549,314 4,630,611,854
3,404,321,832 3,261,227,777 3,132,191,095 3,344,363,123 3,469,748,158

事業活動収支計算書の状況と経年比較

経常収支差額

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

　事業活動収入計

科目

教
育
活
動
収
支

　事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額
翌年度繰越収支差額
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イ）財務比率の経年比較                        （単位：％） 

区   分 R3 年度 R４年度 R5 年度 R６年度 R7 年度 

人件費比率 18.3 18.9 19.5 21.4 23.4 

教育研究経費比率 31.9 28.3 28.1 29.4 33.4 

管理経費比率 14.2 13.8 13.2 19.1 17.2 

事業活動収支差額比率 34.8 39.1 39.2 29.6 25.1 

学生生徒等納付金比率 87.8 87.6 84.2 82.8 77.3 

経常収支差額比率 35.6 39.0 39.2 29.6 25.9 
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③資金収支計算書関係 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 

(単位：円)
収入の部 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
学生生徒等納付金収入 4,572,474,500 4,655,851,000 4,335,155,860 3,935,574,510 3,577,977,650
手数料収入 41,017,640 33,051,988 30,299,350 31,110,420 28,375,800
寄付金収入 9,610,000 690,000 94,050 0 350,000
補助金収入 223,833,741 232,672,847 215,354,046 190,763,694 321,175,835
資産売却収入 150,000 1,500,150,000 1,987,473,000 901,445,520 400,000,000
付随事業・収益事業収入 286,996,584 296,811,226 264,155,390 225,227,240 201,275,023
受取利息・配当金収入 8,387,294 34,745,544 51,889,389 204,420,578 284,919,360
雑収入 65,460,223 61,721,838 61,335,034 105,315,600 68,882,039
借入金等収入 0 0 0 0 0
前受金収入 2,691,024,630 2,497,192,730 2,166,468,980 1,874,927,920 1,557,684,190
その他の収入 730,368,473 796,103,660 469,198,586 455,871,859 878,410,268
資金収入調整勘定 △ 2,771,065,806 △ 2,693,919,669 △ 2,499,660,018 △ 2,210,925,478 △ 1,888,102,265
前年度繰越支払資金 7,713,998,907 9,465,258,237 10,157,953,455 10,591,527,378 9,749,632,608
収入の部合計 13,572,256,186 16,880,329,401 17,239,717,122 16,305,259,241 15,180,580,508

支出の部 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
人件費支出 952,844,100 1,004,761,381 1,001,932,799 1,018,813,628 1,082,148,466
教育研究経費支出 1,133,755,370 1,111,119,610 1,050,540,681 1,019,312,659 1,164,191,689
管理経費支出 626,967,378 624,123,830 571,902,051 780,251,207 664,679,654
借入金等利息支出 0 0 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0 0 0
施設関係支出 627,886,643 236,095,234 211,032,850 239,919,670 100,792,895
設備関係支出 133,428,001 25,946,714 23,253,474 39,979,313 71,845,651
資産運用支出 70,792,988 3,204,991,875 3,358,000,000 2,955,400,000 858,000,000
その他の支出 604,481,933 559,913,273 511,081,452 563,446,449 535,353,188
資金支出調整勘定 △ 43,158,464 △ 44,575,971 △ 79,553,563 △ 61,496,293 △ 90,902,866
翌年度繰越支払資金 9,465,258,237 10,157,953,455 10,591,527,378 9,749,632,608 10,794,471,831
支出の部合計 13,572,256,186 16,880,329,401 17,239,717,122 16,305,259,241 15,180,580,508

資金収支計算書の状況と経年比較
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イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

(単位：円)
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

教育活動による資金収支
教育活動資金収入計 5,199,392,688 5,264,524,399 4,906,393,730 4,487,991,464 4,198,036,347
教育活動資金支出計 2,713,566,848 2,740,004,821 2,624,375,531 2,818,377,494 2,911,019,809
差引 2,485,825,840 2,524,519,578 2,282,018,199 1,669,613,970 1,287,016,538
調整勘定等 △ 94,579,763 △ 226,138,260 △ 300,513,154 △ 372,839,156 △ 277,631,077
教育活動資金収支差額 2,391,246,077 2,298,381,318 1,981,505,045 1,296,774,814 1,009,385,461

施設整備等活動による資金収支
施設整備等活動資金
収入計

150,000 16,424,500 3,135,000 1,445,520 0

施設整備等活動資金
支出計

819,314,644 320,041,948 292,286,324 337,898,983 230,638,546

差引 △ 819,164,644 △ 303,617,448 △ 289,151,324 △ 336,453,463 △ 230,638,546
調整勘定等 0 0 0 0
施設整備等活動資金
収支差額

△ 819,164,644 △ 303,617,448 △ 289,151,324 △ 336,453,463 △ 230,638,546

1,572,081,433 1,994,763,870 1,692,353,721 960,321,351 778,746,915

その他の活動による資金収支
その他の活動資金収入計 731,973,877 2,326,275,438 2,502,530,936 1,557,825,149 1,520,391,130
その他の活動資金支出計 552,795,980 3,628,344,090 3,761,310,734 3,360,041,270 1,254,298,822
差引 179,177,897 △ 1,302,068,652 △ 1,258,779,798 △ 1,802,216,121 266,092,308
調整勘定等 0 0 0 0 0
その他の活動資金
収支差額

179,177,897 △ 1,302,068,652 △ 1,258,779,798 △ 1,802,216,121 266,092,308

1,751,259,330 692,695,218 433,573,923 △ 841,894,770 1,044,839,223

前年度繰越支払資金 7,713,998,907 9,465,258,237 10,157,953,455 10,591,527,378 9,749,632,608
翌年度繰越支払資金 9,465,258,237 10,157,953,455 10,591,527,378 9,749,632,608 10,794,471,831

支払資金の増減額（小計
＋その他の活動資金
収支差額）

活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

科目

小計（教育活動資金収支
差額＋施設整備等
活動資金収支差額）

 
 

ウ）財務比率の経年比較 

・教育活動資金収支差額比率                       （単位：％） 

区    分 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R６年度 R7 年度 

教育活動資金収支差額比率 46.0 43.7 40.4 28.9  18.3  

 

 



- 29 - 
 

１－３ その他 

① 資産運用の状況 

ア）運用目的、運用目標、運用方針 

 ・本学院では、将来の 18 歳人口の減少を見据え、安定した教育活動が継続して行えるよう、

安全かつ効率的な資産運用により収入の確保を図ること目標としている。 

・運用対象は、①預金（外貨預金を除く。）、②貯金、③国債、④地方債、⑤金融債、⑥政府

保証債、⑦社債（新株引受権付社債及び外国の社債を除く。）、⑧公社債投資信託、⑨株式、

⑩その他理事長が特に承認したものとし、できるだけ特定の商品に集中しないよう長期的

にバランスの取れた運用を図るよう努めている。 

 

イ）ガバナンス体制、運用体制 

 ・資産運用業務は法人事務局が行っている。運用にあたっては資産運用規程に基づき、理事

会で運用枠を決定した上で、具体的な運用対象を資金運用委員会の議を経て、理事長が決

定することとしている。 

  ・資産運用状況については、毎理事会・評議員会において報告を行っている。 

    

ウ）本年度の運用の概況（令和８年３月 31日末現在） 

   貸借対照表計上額 5,360,204,891 円 

   時価       4,603,492,732 円 

 収益の状況（受取利息・配当金収入） 344,136,959円（令和７年度） 

 

② 学校債の状況 

・該当なし 

 

③ 寄付金の状況 

 ・特別寄付金            350,000円 

 ・現物寄附                       132,000円 

 

④ 補助金の状況 

・国庫補助金             196.087,100円 

 ・地方公共団体補助金        126,088,735円 

 

⑤ 収益事業の状況 

 ・該当なし 
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１―⒋ 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

二本松学院三校の学生に対する教育研究活動の安定的運営や学びやすい環境づくりのために

も、その裏付けとなる財政の健全性が求められている。昨今の学院の財政は、平成 24(2012)年

度に開学した大学の学部増設や大学院設置、収容定員増の完成等の諸施策や２つの専修学校の

学生数確保策等の実行により、財政の健全性は維持・充実してきている。 

また、事業活動収支関係比率や貸借対照表関係比率・資金収支関係比率の各種財務比率にお

いても良好な状況となっている。ただ、学院全体の在籍者数はここ数年減少しており、さらな

る教育内容の充実、学生が学びやすい環境づくり等を積極的に行っていきたい。 

平成 27(2015)年度から私立大学の経営状態を 14段階に区分して、財政の健全性を把握する、

私学事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分」については、経営が最も良好

なＡ１から最も不良なＤ３の内、本学院は、平成 27 年度においては、最上位のＡ１、平成

28(2016)年度から 30(2018)年度においては最上位の次のＡ２となっていたが、令和元(2019)年

度以降、令和７(2025)年度に至るまで、最上位のＡ１となっており、財政の健全性は極めて高

いといえる。 

今後の健全財政維持・充実のためには、三校の学生数の確保を最重要視し、経常費補助金等

の外部資金の獲得を目指し収入増を図り、公益法人としての資金の安全性に充分配慮しながら、

運用収入増を図る必要がある。また、支出の費用対効果を検証しながら、効果的な資金支出と

適正な支出抑制に努めることにより、健全財政の維持・充実を図りたい。 
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Ⅳ 学校法人の業務の適正を確保するための体制(内部統制システム)の整備及び運用状況 

の概要 

（１）関係する決議の概要 

   理事の職務執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制、その他本

法人の業務の適正を確保するための体制の整備に関し、本法人の基本方針を「学校法人

二本松学院 内部統制システム整備の基本方針」として令和６年９月２５日開催の理事

会において、制定した。 

 

（２）体制整備及び運用状況の概要 

  ①理事の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   理事の職務執行に係る情報については、理事会、評議員会等の重要会議の議事録その

他理事の職務執行に係る情報については、適切に作成、保存及び管理する。 

  ②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   リスク管理に関し、体制及び規程を整備し、役割権限、リスクの評価方法、リスク対

応方法等を明確にする。 

  ③理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   職務分掌・決裁権限を明確にし、理事の職務執行の適正性を確保するとともに、機動

的な業務執行と有効性・効率性を高める。 

  ④職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

   内部監査室により、業務の適正及び効率性を確保するため、業務を執行する各部署の

職務執行状況等を定期的に監査する。 

  ⑤監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

   ・「監事監査規程」に基づいた監事監査の実施 

   ・年度ごとに作成した「監事監査計画」に基づき、計画的な監事監査の実施 

   ・監事の職務を補助する体制等の整備 
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附属明細書 
 
 

 事業報告書の内容を補足する重要な事項に該当する事項はありません。 
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おわりに 

 

 学校法人二本松学院は令和３年（2021年）に創立３０周年を迎え、新たな第一歩を踏み出しま

した。今後の少子高齢化や ITを活用した情報化社会が益々進む社会環境の中で、本学院の役割を

着実に果たして参りたいと思います。 

二本松学院として、これまでに築きあげた伝統と実績を有効に活用し、全国的にも優位な三校 

（京都美術工芸大学・京都建築大学校・京都伝統工芸大学校）の持ち味をしっかりと連携させ、 

各学校運営の強化と真に必要な人材の育成に邁進していきたいと思っております。 

「学生が意欲を持って学び、卒業生が誇れる母校」、「即戦力の人材育成による地域や産業 

発展への寄与」をモットーに、「高度な技術と豊かな人間性を備えた教養ある産業人育成」を目

指し、学生一人ひとりの個性や能力、経験を協働させて、魅力と活力のある二本松学院三校の更

なる発展に向けて事業を着実に進めてまいりたいと思います。 

今後とも、本学院の教育・研究の諸活動に、ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 
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（別紙） 

京都美術工芸大学 

ディプロマポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー 

 

ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 
京都美術工芸大学は、本学の教育目標を達成するために以下の素養を身につけるように編成された

教育課程を履修し、所定の単位を修得した学生に対して卒業を認定し、学士の学位を授与する。 
１．建築や芸術に関する幅広い知識、技能 
２．社会の発展に貢献するための課題解決力、伝統から革新を生み出す構想力 
３．多様な人々と協働するための協調性、コミュニケーション力 

（建築学部） 
建築学部建築学科では、京都美術工芸大学ディプロマ・ポリシーに基づき、以下の素養を身につ

けた学生に対して卒業を認定する。 
１．デザイン領域だけでなく施工や歴史文化、あるいは建築関連法規など建築に関する幅広い知識、

技能。 
２．建築行為を通じて社会の発展に貢献するための課題解決力、伝統の継承およびそれらを基にし

た新しい文化や作品作りにつながる独創的な構想力、発想力。 
３．日本の歴史文化を修得理解するとともに、グローバルな視点も視野に入れた新しい文化づくり

へ発展させる感性・価値観。 
４．建築は単体の作品ではなく文化そのものであり、また多くの人々の協力の中から作品が生まれ

るという観点から、多様な人々と協働するための協調性、コミュニケーション力、表現力。 
（芸術学部） 

芸術学部デザイン・工芸学科では、京都美術工芸大学ディプロマ・ポリシーに基づき、以下の素

養を身につけた学生に対して卒業を認定する。 
 １．芸術分野に関する幅広い知識、技能。 

２．芸術分野を通して社会の発展に貢献するための課題解決力、伝統から革新を生み出す独創的な

構想力、発想力。 
３．日本の歴史文化を修得理解するとともに、グローバルな視点も視野に入れた新しい文化づくり

へ発展させる感性・価値観。 
４．芸術分野を通して多様な人々と協働するための協調性、コミュニケーション力、表現力。 

 
カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 
京都美術工芸大学は、ディプロマ・ポリシーに掲げる素養を修得させるために、以下の方針で教育

課程を編成、実施する。 
 １．教養教育科目、専門教育科目及びその他必要な科目を体系的に編成する。 

２．教育目的に合わせて、講義、演習、実習等を適切に組み合わせる。 
３．職業実践的な教育内容、協調性やコミュニケーション力を高める教育内容を適切に盛り込む。 

（建築学部） 
建築学部ディプロマ・ポリシーに掲げる素養を備えた人材を育成するために、以下の方針で教育

課程を編成、実施する。 
 １．教養教育科目、専門教育科目及びその他必要な科目を体系的に編成する。 

２．教育目的に合わせて、講義、演習、実習等を適切に組み合わせる。建築全般にかかわる教育だ

けでなく建築デザイン領域と伝統建築領域の特徴に沿った適正な教育プログラムを領域ごとに編

成し実施する。 
３．建築デザインや施工、あるいは文化財の保存修復など建築関連のものづくり世界で活躍するた

めの実践的な教育内容、あるいは協調性やコミュニケーション力・表現力等を高める教育内容を
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適切に盛り込む。 
４．現物の建築の調査や視察を体験する中で、その持っている意味をより深く理解し、新しいもの

づくりへ展開させる。 
（芸術学部） 

芸術学部ディプロマ・ポリシーに掲げる素養を備えた人材を育成するために、以下の方針で教育

課程を編成、実施する。 
 １．教養教育科目、専門教育科目及びその他必要な科目を体系的に編成する。 

２．芸術分野の教育目的に合わせて、講義、演習、実習等を適切に組み合わせ、各領域の特徴に沿

った教育プログラムを実施する。 
３．美術や工芸、あるいはデザインなどの世界で活躍するための職業実践的な教育内容、協調性や

コミュニケーション力、表現力を高める教育内容を適切に盛り込む。 
 
アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針） 
京都美術工芸大学は、大学の理念、教育目的を理解し、常に自己の可能性を追究していく持続性と

熱意を持ち合わせ、真摯に学業に励むことのできる素養を持った、以下のような学生を求める。 
 １．未来を切り拓いていこうとする夢と情熱を持っている人。 
２．知的好奇心に富み、建築や芸術分野などの専門職業人として、社会の発展に貢献したい人。 
３．自主的に学ぶ姿勢と柔軟な思考を持ち、芸術分野で優れた才能を有する人。 
４．常に他者を尊重する姿勢と協調性に富み、リーダーシップを発揮することができる人。 
５．本学の教育課程を学修するための基礎的な学力とコミュニケーション能力を身につけた人。 

（建築学部） 
建築学部建築学科は、大学の理念、教育目的を理解するとともに建築学部の教育目的・方針に沿

って常に自己の可能性を追究していく持続性や熱意を持ち合わせ、真摯に学業に励むことのできる

素養を持った以下のような学生を求める。 
 １．建築を通して、未来を切り拓いていこうとする夢と情熱を持っている人。 

２．知的好奇心に富み、建築やその関連分野の専門職業人として、社会の発展に貢献したい心を持

った人。 
３．自主的に学ぶ姿勢と柔軟な思考を持ち、建築やその関連分野で優れた才能を有する人、あるい

は持ちたいという情熱を有する人。 
４．常に他者を尊重する姿勢と協調性に富み、リーダーシップを発揮することのできる人、あるい

は組織の中で必要とされる素養を有する人。 
５．本学の建築専門領域を含めた教育課程を学修するための基礎的な学力とコミュニケーション力

を身につけた人、あるいは本学の教育課程を通じて前述の能力を身につける可能性を有する人。 
（芸術学部） 

芸術学部デザイン・工芸学科は、常に自己の可能性を追究していく持続性と熱意を持ち合わせ、

真摯に学業に励むことのできる素養を持った以下のような学生を求める。 
１．大学の理念、教育目的を理解するとともに芸術学部の教育目的・方針に沿って、デザインや工

芸を通して未来を切り拓いていこうとする夢と情熱を持っている人。 
２．知的好奇心に富み、芸術分野などの専門職業人として、社会の発展に貢献したい人。 
３．自主的に学ぶ姿勢と柔軟な思考を持ち、芸術分野で優れた才能を有する人、あるいは持ちたい

という情熱を有する人。 
４．常に他者を尊重する姿勢と協調性に富み、リーダーシップを発揮することができる人。 
５．本学の芸術分野全般の教育課程を学修するための基礎的な学力とコミュニケーション力を身に

つけた人、あるいは本学の教育課程を通じて前述の能力を身につける可能性を有する人。 


	令和７年度事業報告書表紙・目次
	令和７年度事業報告書(本文）

